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東区 306，015 82．6％ 7．4％ 6．4％ 6．9％
博多区 228，441 74．5％ 10．0％ 9．2％ 9．6％
中央区 192，688 72．4％ 10．6％ 10．2％ 10．4％
南区 255，797 83．5％ 8．0％ 7．3％ 7．7％
城南区 130，995 82．0％ 9．3％ 8．0％ 8．6％
早良区 217，877 84．5％ 8．6％ 7．6％ 8．1％
西区 206，868 83．7％ 8．4％ 6．3％ 7．3％
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6．考察とまとめ
本稿で得られた知見をまとめると，次のようになる。
・城南区子どもプラザ利用者のネットワーク分布は郊
外型に近いこと。
・城南区子どもプラザ利用者の獲得する育児サポート
は他の地域の一般の保護者と比較して相対的に低
く，それは非親族（ママ友・パパ友，友人，近隣住
民）サポートの少なさによるものであること。
・育児サポートのうち，情緒的サポートは育児満足感
を高める傾向があること。
これらの知見は，プラザ事業の具体的なプログラムそ
れ自体を提案するものではないが，利用者のもつネット
ワークの構造とその機能を明らかにしたことで，事業展
開の際のひとつの方針――ネットワーク形成の場として
の重要性――を示している。もちろん，福岡市の他の区
のプラザ利用者や城南区において子育てをしながらもプ
ラザを利用していない保護者と比較を行っているわけで
はないため，純粋に「城南区子どもプラザの事業展開の
方針」が明らかとされたわけではない。しかしながら，
先行研究において示された他の地域と比較を行うこと
で，プラザ利用者のネットワークの一端を垣間見ること
ができた。具体的には，プラザ利用者は非親族の育児サ
ポートが調達し難いこと，サポート得点が低い利用者の
方がプラザ利用頻度が高いこと，そして情緒的サポート
は育児満足感を上昇させる傾向が認められること等であ
る。これらのことは――その背後要因を突き止めること
は今回の研究ではできなかったが――プラザが孤立した
育児を一定程度食い止めていること，そしてプラザでの
つながりづくりを考えた場合，特に非親族を意識するこ
とが重要であることを示唆しているだろう。もちろん，
城南区子どもプラザでは，日頃のスタッフのかかわりの
みならず，既に保護者同士のつながりを意識した取り組
みを行っている。託児付きの茶話会（ホッとティータイ
ム）や，公園デビューを後押しするプレーパーク，月齢
の低い乳児でも来場しやすく，乳児の保護者同士繋がり
図5 育児負担感（左）および育児満足感（右）×種別サポート得点
図6 プラザ利用者の出身地×種別サポート得点
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やすいベビーマッサージ講座などがその主な取り組みで
ある。今回の調査結果は，そうした取り組みをさらに意
識的に行う必要性をうかがわせる。
また，情緒的サポートと手段的サポートに関して，本
稿では両者を区分して論じたが，両者は連続的な関係性
をもつものかもしれない。この点は仮説的に述べること
しかできないが，プラザでの実践的な経験知が示唆する
のは，プラザで得たつながりから情緒的サポートを受け
ることによって，保護者は力をつけて次の段階として手
段的サポートを受ける勇気がでる場合もある，というこ
とである。これらを踏まえると，今後のプラザ運営にお
いては，上記のような保護者同士のつながりを意識した
取り組みを行うこと，そしてこれまで以上に情緒的サ
ポートに力を注ぎつつ，手段的サポートの情報を整理し
発信することが重要と考えられる。
本稿では，これまで不透明であった拠点事業利用者の
育児ネットワークとそこから得られるサポートを，福岡
市城南区を事例として明らかにしてきた。もっとも，本
研究はいくつかの限界を有している。サンプル数が少な
いこと，調査を行ったのが平日であるため，休日の利用
者の状況を捉えきれていないこと，ネットワークの物理
的距離とサポートだけの把握に留まっており，ネット
ワークの密度を測定できていないこと，「他の地域の保
護者（拠点事業非利用者）」のネットワークと「福岡市
（城南区）の拠点事業利用保護者」のネットワークを比
較するという研究設計上の問題点などである。特に，研
究設計上の問題点により，「地域」と「拠点事業（プラ
ザ）利用」という2つの論点を明確に腑分けしながら論
証することができなかった――それゆえ，何らかの差の
背後要因についての検証が不十分となった――点は，大
きな課題として残された。こうした限界をもつものの，
これまで明らかとされてこなかった拠点事業利用者の
ネットワークについて，福岡市城南区（流動性が高い都
市の郊外）を事例としてその一端を照らし出すことがで
きたのではないかと考えている。
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注
1）福岡市においては，子どもプラザ（拠点事業）とは別に，
各公民館等で子育て交流サロンが展開されている．両者の
利用・設置の状況やニーズ等については三原・佐々木
（2016）に詳しい．
2）ちなみに，人口転入率の第3位はさいたま市，第4位が東
京都特別区部であり，転出率の第3位は仙台市，第4位が
さいたま市である．福岡市の人口移動の特性は，若年層の
進学・就職等による転入出が多いこと（福岡市から九州外
への流出が多い一方で，九州内からの流入も多い）や，い
わゆる「支店経済」であるため転勤等による人口移動が多
いことが指摘されている．
3）ただし，フォーマル／インフォーマルの明確な区別は難し
い場合もある．たとえばファミリーサポートセンター事業
は両者の接点に位置する事業であるし，拠点事業や保育所
などにおいて培われた保護者同士のつながりがサポート
ネットワークとして働くこともあるだろう．子育てに限定
したものではないが，こうした扶助のユニットに関しては
益田（2016）において概念の整理を行っている．
4）もっとも，拠点事業の前身である地域子育て支援センター
事業の利用者調査では，こうした積極的な機能ばかりでは
なく，支援者の意識や関り方によっては，子育てをするこ
とで抱えさせられがちな根本的な困難感や母親の生きづら
さを和らげることにつながりにくいという報告もある．詳
しくは中谷（2014：11）を参照．
5）学生は「児童福祉各論」の受講学生7名である．本授業は
子育て（子育ち）支援について学ぶことをねらいとしてお
り，プラザ事業と連携した講義を展開している．
6）都心は横浜市中区・西区，郊外は横浜市栄区・青葉区，村
落は足柄上郡中井町・大井町・山北町であり，対象自治体
の保育所・幼稚園を経由して利用保護者にアンケートを配
布している．なお，立山は都市度と各ネットワーク空間分
布との間に有意な差を認めている．本稿では，比較対象と
する生データが入手できないこと，またプラザでの調査は
ランダムサンプリングではないことを踏まえ，統計的な検
定は行わないことを断っておく（原理的に，推測統計を使
うことは有意抽出の場合は適切でないため）．
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